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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第91期

第１四半期
連結累計期間

第92期
第１四半期
連結累計期間

第91期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 14,014 14,076 55,268

経常利益 (百万円) 2,595 2,171 9,024

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,670 1,528 5,858

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,442 1,712 7,168

純資産額 (百万円) 59,563 65,847 64,668

総資産額 (百万円) 79,306 86,846 82,565

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 40.51 37.05 142.06

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 40.37 36.90 141.49

自己資本比率 (％) 74.7 75.3 77.8
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２ 「売上高」には、消費税等は含まれていない。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はない。

 また、主要な関係会社についても異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はない。

 なお、重要事象等は存在していない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行なわれていない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間の内外経済情勢は、米国では雇用環境の改善が進み、個人消費も底堅く推移するなど

拡大傾向が続き、欧州経済の持ち直しも顕著なものに感じられるようになったが、新興国経済は総じて横ばいに留

まり、成長ペースの足踏みから抜け出せない状況が続いた。一方、わが国経済は、消費増税に伴う一時的な減速も

見られたものの、政府による経済対策などを背景に企業収益や雇用環境が改善し、概ね堅調に推移した。

このような状況の下、当第１四半期連結累計期間の当社グループの業績は、売上高140億76百万円(前年同四半期

比0.4％増)、営業利益21億57百万円(同8.9％減)、経常利益21億71百万円(同16.3％減)、四半期純利益15億28百万

円(同8.5％減)という結果になった。

 

以下、セグメントにそくして業績の概要を示すと次のとおりとなる。

 

① 半導体製造装置

スマートフォンなどのモバイル端末は引き続き好調に推移し、新興国を中心としてローエンド機種の市場拡大

が続いた。半導体メーカー各社も積極的な設備投資を続け、後工程製造装置に対する需要も高まった。これを受

け、当社グループの受注・売上も堅調に推移した。

当第１四半期連結累計期間の当セグメントの業績は、売上高89億４百万円(前年同四半期比3.4％減)、セグメ

ント利益(営業利益)12億12百万円(同22.6％減)という結果であった。

 

② 計測機器

主要ユーザーである自動車業界がワールドワイドな生産体制構築のための積極的な設備投資を引き続き進めた

ほか、工作機械業界の景況も堅調に推移し、中小中堅企業マーケットにおける政府助成金の設備投資促進効果も

引き続き顕著であった。

当第１四半期連結累計期間の当セグメントの業績は、売上高51億72百万円(前年同四半期比7.8％増)、セグメ

ント利益(営業利益)９億45百万円(同17.6％増)という結果であった。

 

(注) なお、上記金額には消費税等は含まれていない。
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(2) 資産、負債及び純資産の状況

当第１四半期連結会計期間末時点の当社グループの財政状態は、資産合計868億46百万円(うち、流動資産597億

86百万円、固定資産270億60百万円)に対し、負債合計209億98百万円、純資産合計658億47百万円となっている。

① 資産

「現金及び預金」と「仕掛品」の増加が主な要因となって、当第１四半期連結会計期間末の資産の総額は、前

連結会計年度末に対し42億80百万円増加した。

 

② 負債

仕入に伴う債務が増加したことが主な要因となって、当第１四半期連結会計期間末の負債の総額は、前連結会

計年度末に対し31億２百万円増加した。

 

③ 純資産

「四半期純利益」の計上が主な要因となって、当第１四半期連結会計期間末の純資産の総額は、前連結会計年

度末に対し11億78百万円増加した。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更は生じていない。

また、新たに生じた課題もない。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は12億78百万円である。なお、当第１四半期連結累計期間におい

て、研究開発活動の状況についての重要な変更は行なっていない。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 110,501,100

計 110,501,100
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,278,381 41,278,381
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株である。

計 41,278,381 41,278,381 ― ―
 

(注) 提出日現在の発行数には、平成26年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使(旧商法に基

づき発行された新株予約権の権利行使を含む。)により発行された株式数は含まれていない。
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(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年６月30日 ― 41,278,381 ― 10,238 ― 17,610

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 33,500
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

41,197,700
411,977 ―

単元未満株式
普通株式

47,181
― ―

発行済株式総数 41,278,381 ― ―

総株主の議決権 ― 411,977 ―
 

(注) １ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式42株が含まれている。

２ 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認出来ないため、記

載することが出来ないので、直前の基準日(平成26年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしている。

 

② 【自己株式等】

  平成26年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社東京精密

東京都八王子市石川町
2968番地２

33,500 ― 33,500 0.08

計 ― 33,500 ― 33,500 0.08
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はない。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年 3月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年 6月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 20,439 22,521

  受取手形及び売掛金 20,841 20,132

  商品及び製品 1,814 1,836

  仕掛品 7,776 9,766

  原材料及び貯蔵品 3,099 3,371

  その他 1,982 2,243

  貸倒引当金 △89 △85

  流動資産合計 55,865 59,786

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 9,936 10,351

   その他（純額） 8,832 8,278

   有形固定資産合計 18,769 18,630

  無形固定資産   

   のれん 1,005 898

   その他 421 403

   無形固定資産合計 1,426 1,301

  投資その他の資産   

   その他 6,508 7,133

   貸倒引当金 △5 △5

   投資その他の資産合計 6,503 7,128

  固定資産合計 26,699 27,060

 資産合計 82,565 86,846
 

 

EDINET提出書類

株式会社東京精密(E02289)

四半期報告書

 9/19



 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年 3月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年 6月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 9,124 9,279

  電子記録債務 ― 3,269

  短期借入金 1,300 1,300

  未払法人税等 1,156 444

  引当金 849 429

  その他 3,141 3,849

  流動負債合計 15,571 18,572

 固定負債   

  長期借入金 800 600

  役員退職慰労引当金 120 106

  退職給付に係る負債 1,111 1,059

  その他 293 660

  固定負債合計 2,324 2,426

 負債合計 17,896 20,998

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 10,238 10,238

  資本剰余金 21,255 21,255

  利益剰余金 30,776 31,767

  自己株式 △111 △111

  株主資本合計 62,158 63,150

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 714 983

  為替換算調整勘定 672 613

  退職給付に係る調整累計額 683 641

  その他の包括利益累計額合計 2,071 2,239

 新株予約権 320 323

 少数株主持分 118 134

 純資産合計 64,668 65,847

負債純資産合計 82,565 86,846
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年 4月 1日
　至 平成25年 6月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年 4月 1日
　至 平成26年 6月30日)

売上高 14,014 14,076

売上原価 8,904 8,584

売上総利益 5,110 5,492

販売費及び一般管理費 2,740 3,334

営業利益 2,369 2,157

営業外収益   

 受取利息 1 2

 受取配当金 34 33

 為替差益 150 －

 その他 55 11

 営業外収益合計 242 47

営業外費用   

 支払利息 13 11

 為替差損 － 16

 その他 3 4

 営業外費用合計 17 33

経常利益 2,595 2,171

特別利益   

 投資有価証券売却益 72 －

 新株予約権戻入益 6 5

 特別利益合計 79 5

特別損失   

 特別損失合計 － －

税金等調整前四半期純利益 2,674 2,177

法人税、住民税及び事業税 333 517

法人税等調整額 658 113

法人税等合計 992 631

少数株主損益調整前四半期純利益 1,682 1,546

少数株主利益 12 18

四半期純利益 1,670 1,528
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年 4月 1日
　至 平成25年 6月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年 4月 1日
　至 平成26年 6月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,682 1,546

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 332 268

 為替換算調整勘定 427 △60

 退職給付に係る調整額 － △42

 その他の包括利益合計 759 166

四半期包括利益 2,442 1,712

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,419 1,696

 少数株主に係る四半期包括利益 22 16
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項なし。

 
(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の

平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を

反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更した。

なお、この変更による当第１四半期連結会計期間期首の退職給付に係る資産、退職給付に係る負債及び利益剰

余金に対する影響は無く、また当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

に対する影響も無い。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項なし。

 

(財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、企業集団の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの)

該当事項なし。

 

(追加情報)

該当事項なし。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

該当事項なし。
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(四半期連結損益計算書関係)

該当事項なし。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとお

りである。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

減価償却費 429百万円 427百万円

   

のれんの償却額 106百万円 106百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１ 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月24日
定時株主総会

普通株式 329 8.00 平成25年３月31日 平成25年６月25日 利益剰余金
 

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項なし。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１ 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月24日
定時株主総会

普通株式 536 13.00 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金
 

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計

半導体製造装置 計測機器 計

売上高     

  外部顧客への売上高 9,215 4,799 14,014 14,014

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ―

計 9,215 4,799 14,014 14,014

セグメント利益 1,565 804 2,369 2,369
 

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容(差異調整に関する事項)

セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。

 

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計

半導体製造装置 計測機器 計

売上高     

  外部顧客への売上高 8,904 5,172 14,076 14,076

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ―

計 8,904 5,172 14,076 14,076

セグメント利益 1,212 945 2,157 2,157
 

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容(差異調整に関する事項)

セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。

 

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略している。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略している。

 

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略している。

 

(企業結合等関係)

該当事項なし。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 40円51銭 37円05銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(百万円) 1,670 1,528

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,670 1,528

    普通株式の期中平均株式数(株) 41,227,681 41,244,802

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 40円37銭 36円90銭

    (算定上の基礎)   

    四半期純利益調整額(百万円) ― ―

   (うち、支払利息(税額相当額控除後))(百万円) ― ―

    普通株式増加数(株) 147,701 161,533

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

 

(重要な後発事象)

該当事項なし。
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２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年８月13日

株式会社東京精密

取締役会 御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   向   出   勇   治   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   北　　本　　佳 永 子　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東京精

密の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京精密及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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